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令和７年度定期監査（第二回）の結果報告 

 

１ 監査の概要 

⑴ 監査の基準 

本件の監査は、狭山市監査基準（令和２年狭山市監査委員告示第３号）に基づ

いて実施した。 

 

⑵ 監査の期間 

令和７年１月２３日から２月２日まで 

 

⑶ 監査の対象 

企 画 財 政 部 秘書課、広報課、行政経営課 

総 務 部 市民税課、資産税課、収税課 

市 民 部 市民相談課、交通防犯課 

環 境 経 済 部 産業振興課、商業観光課、農業振興課 

福 祉 部 福祉政策課、生活福祉課、高齢者支援課 

健 康 推 進 部 介護保険課 

都 市 建 設 部 建設総務課、市街地整備課、道路整備課、道路維持課 

事 務 局 等 危機管理課、会計課、議会事務局、農業委員会事務局 

生 涯 学 習 部 教育施設管理課、社会教育課、スポーツ振興課 

上 下 水 道 部 経営課、水道施設課、下水道施設課 

 

⑷ 監査を実施した監査委員及び監査実施場所 

監 査 委 員  山下 真茂留 

監 査 委 員  加賀谷  勉 

監査実施場所  監査委員室 

 

⑸ 監査の対象とした事項及び範囲 

令和７年４月１日から令和７年１２月３１日までの期間の一般会計及び特別

会計における財務に関する事務の執行及びその他の事務の執行並びに水道事業

会計及び下水道事業会計における経営に係る事業の管理及びその他の事務の執

行。 

 

⑹ 監査の方法、着眼点及び実施方針 

予算の執行状況、工事及び委託業務の執行状況、補助金等財政的援助の状況、

公金の取扱い、備品等財産の管理状況、職員の勤務の状況等に主眼を置き、事務

執行の適法性、効率性及び妥当性の観点から検証した。 

監査は、提出された監査資料に基づき書面監査を行うとともに、関係職員から

説明を聴取する方法により実施した。 
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提出された監査資料は、次のとおりである。 

①組織の状況及び担当事務 ⑧郵便切手等受払状況 

②事務事業の概要 ⑨備品管理状況 

③委員会等の状況 ⑩庁用自動車・バイク使用状況 

④補助金等財政的援助の状況 ⑪公有財産の取得状況 

⑤工事執行状況 ⑫借地の状況 

⑥委託業務執行状況 ⑬自動車運行記録簿 

⑦指定管理者による公の施設の管理運営状況  ⑭その他監査委員が必要と認めた資料 

 

２ 監査の結果 

監査の結果は、おおむね良好と認められた。しかしながら、一部には検討又は改

善を要する事項が見受けられたので、次のとおり注意事項及び要望事項として記載

する。 

⑴ 注意事項 

① 予算、契約等財務事務処理の適正化 

ア 支出負担行為は、地方自治法第２３２条の３により支出命令と区分して設

けられ、狭山市予算事務規則第１９条においてその整理区分が規定されてい

る。昨年度の定期監査の講評でも注意を促したところであるが、今回の監査

でも当該手続きの漏れが見受けられた。また、同規則に規定された時期に行

われていないものがあった。狭山市予算事務規則に従い、適切な時期に処理

されたい。 

イ 一部に支払遅延が見受けられた。相手方からの請求が遅れている場合であ

っても、速やかに請求書の提出を促し、政府契約の支払遅延防止等に関する

法律に則った処理に努められたい。 

ウ 契約事務における予定価格について、起案していないものが散見され、契

約起案と同時期に起案しているもの、契約起案決裁後に決裁されているもの

もあった。狭山市契約規則に従い、適正に処理されたい。 

エ 契約事務における各起案について、決裁区分に誤りのあるものが散見され

た。狭山市事務決裁規程に従い、適正な事務処理に努められたい。 

オ 契約事務における文書について、決裁を受けた内容と文書発出時の内容が

相違しているものが見受けられた。狭山市文書取扱規程に従い、適正な事務

処理に努められたい。 

カ 個人情報の保護について、個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、狭

山市個人情報保護条例が廃止され、令和５年４月１日以降は個人情報の保護

に関する法律に基づく運用となったが、契約事務において、同法律を引用し

ていないものがあった。契約書、協定書及び仕様書などの見直しが必要とな

る旨が総務課より全庁に周知されているので改めて確認し、個人情報の取り

扱いについて規定する場合は、「個人情報の保護に関する法律」を引用され

たい。 

キ 起案文書の情報公開区分や部分開示とする際の根拠となる狭山市情報公

開条例第７条における該当する号の記載に誤りが散見された。狭山市情報公
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開条例に従い、適正な事務処理に努められたい。 

ク 起案文書に随意契約の根拠となる狭山市契約規則第２１条表の該当する

号が明記されていないものが散見され、根拠法令が明記されていないものも

あった。また、一者随意契約の根拠となる同規則第２２条第２項第４号の規

定を適用する理由が不十分なものがあった。随意契約とする際は、関係法令

に従い、適正な事務処理に努められたい。 

ケ 契約書の作成を省略し請書を提出させる際、起案文書にその根拠となる狭

山市契約規則第２７条第１項の該当する号及び第２項が明記されていない

ものがあった。狭山市契約規則に従い、適正な事務処理に努められたい。 

② 補助金の適正化 

ア 補助金は、地方自治法施行令第１６２条の規定により概算払をすることが

できるとされている。しかし、対象事業の実績確定前に交付している補助金

について、財務会計システム上、通常払で処理されているものがあった。適

正な事務執行に留意されたい。 

③ その他 

ア 今年度取得した備品について、固定資産管理システムに登録していないも

のがあった。備品取得時には同システムにもれなく登録するとともに、定期

的に備品の管理状況を確認するなど適正な物品管理に努められたい。また、

一品の予定価格が５万円以上の物品の購入について、契約事務の結果、取得

価格が５万円未満となったものの、同システムに登録していたものがあった。

狭山市物品管理規則別表の分類・区分により適正な事務処理に努められたい。 

イ 起案文書について、文書の保存年限に誤りが見受けられた。文書の保存年

限については、狭山市文書取扱規程別表第２の基準を確認したうえ、同規程

第３７条第１項の各号に定める保存区分のいずれに該当するか判断し、適切

に保存されたい。 

ウ 自動車運行記録簿について、保管責任者の確認がなされていないものがあ

った。狭山市自動車管理規程に従い、適正な事務処理に努められたい。 

 

⑵ 要望事項 

① 予算、契約等財務事務処理の適正化 

ア 契約事務における予定価格について、基本決裁起案（以下「基本決裁」と

いう。）と予定価格決裁起案（以下「予定価格」という。）の専決権者が異な

る場合に、基本決裁の専決権者を予定価格の専決権者に変更し、基本決裁に

予定価格を記載することで予定価格を取得しているものがあった。予定価格

の取得方法については、契約検査課より全庁に周知されている「予定価格取

得についての留意事項」に従い、適正に処理されたい。 

② その他 

ア 道路交通法施行規則の改正に伴い運行記録簿に追加された必須８項目の

うち、特に運転前後のアルコール検知器を用いた酒気帯びの有無やその確認

者名が漏れている記録簿があった。前回の定期監査の講評でも要望したとこ

ろであるが、各課管理の庁用車を保有している場合は、改めて運行記録簿の

記録項目を確認し適正に対応されたい。 
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⑶ 各課等の監査結果の状況 

① 秘書課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

秘書事業費 3,702,000円 3,628,000円 2,758,222円 74.51% 

表彰事業費 10,000円 10,000円 0円 0.00% 

 

② 広報課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

広報・広聴事業費 30,241,000円 24,849,000円 20,362,203円 67.33% 

シティプロモーショ

ン推進事業費 
4,634,000円 4,634,000円 3,011,244円 64.98% 

ふるさと納税事業費 3,009,000円 3,009,000円 1,375,455円 45.71% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は５件で、契約金額総額は 6,012,476円であった。主なも

のは広報紙等配布業務委託、広報さやま点字版作成業務委託及び広報紙発送

業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契約があった。 

 

③ 行政経営課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

行財政改革推進事業費 1,708,000円 1,228,000円 910,412円 53.30% 

デジタル戦略推進事業費 8,952,000円 8,952,000円 4,363,768円 48.75% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は１件で、ＲＰＡ等導入支援業務 1,160,500円であった。 

 

④ 市民税課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

市民税管理事業費 1,009,000円 1,009,000円 1,008,532円 99.95% 

市民税賦課事業費 43,144,000円 42,737,000円 15,623,241円 36.21% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は１件で、特別徴収納税義務者用通知書のシーリング処理

業務委託 2,756,050円であった。 

 

⑤ 資産税課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

資産税管理事業費 154,000円 154,000円 147,000円 95.45% 

資産税賦課事業費 63,768,000円 63,754,000円 8,934,697円 14.01% 
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イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は14件で、契約金額総額は 46,931,500円であった。主な

ものは航空写真作成及び家屋図更新等業務委託、画地条件更新等業務委託及

び土地評価基本調査業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契約が

あった。 

 

⑥ 収税課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

徴収事業費 157,320,000円 157,298,000円 131,684,548円 83.70% 

市税等納税促進事業費 28,041,000円 28,041,000円 16,389,661円 58.45% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は２件で、契約金額総額は 3,049,200円であった。地方税

共通納税システムデータ連携環境構築業務委託、市税等日計処理システム改

修業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契約があった。 

 

⑦ 市民相談課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

市民相談事業費 8,388,000円 8,382,000円 5,938,942円 70.80% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は３件で、契約金額総額は 2,222,000円であった。市民相

談室法律相談業務委託 ２件、犯罪被害者等支援業務委託である。 

 

⑧ 交通防犯課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

市内循環バス運行事業費 60,130,000円 0円 0円 0.00% 

地域公共交通対策事業費 32,614,000円 32,614,000円 14,958,625円 45.87% 

放置自転車対策事業費 11,793,000円 11,793,000円 6,276,284円 53.22% 

狭山市駅西口自転車

駐車場管理事業費 
6,485,000円 3,244,000円 3,242,997円 50.01% 

狭山市駅西口駐車場

管理事業費 
52,148,000円 26,086,000円 26,076,802円 50.01% 

交通安全推進事業費 47,402,000円 47,092,000円 27,314,111円 57.62% 

交通安全施設整備事業費 33,600,000円 33,600,000円 20,158,600円 60.00% 

防犯推進事業費 73,611,000円 66,874,000円 45,440,979円 61.73% 

防犯設備整備事業費 2,656,000円 2,656,000円 1,595,000円 60.05% 
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イ 工事及び委託業務の契約状況並びに指定管理の状況 

工事契約の件数は５件で、契約金額総額は 8,605,300円であった。主なも

のは道路反射鏡設置工事（その２）、市道幹第２４号線外区画線設置工事及

び市道幹第２３号線外区画線設置工事である。 

また、委託契約の件数は７件で、契約金額総額は 38,830,391円であった。

主なものは道路照明灯ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業業務委託契約、放置自転車等対

策業務委託及び地域公共交通調査等支援業務委託である。 

指定管理の件数は１件で、狭山市駅西口駐車場及び狭山市駅西口第１・第

２自転車駐車場指定管理業務 14,620,000円（納付金）であった。 

 

⑨ 産業振興課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

労働団体育成事業費 610,000円 610,000円 150,000円 24.59% 

勤労者住宅資金貸付事業費 3,273,000円 3,273,000円 3,027,000円 92.48% 

労働福祉審議会事業費 188,000円 94,000円 0円 0.00% 

市民憩いの広場管理事業費 1,210,000円 1,198,000円 3,800円 0.31% 

就労支援事業費 851,000円 851,000円 355,352円 41.76% 

狭山市勤労者福祉サ

ービスセンター運営

費補助事業費 

9,200,000円 9,200,000円 9,200,000円 100.00% 

中小企業退職金共済

制度加入促進事業費 
2,650,000円 0円 0円 0.00% 

旧東中学校管理事業費 556,000円 556,000円 14,395円 2.59% 

企業立地促進事業費 64,428,000円 64,428,000円 64,329,476円 99.85% 

インキュベーション

センター管理事業費 
7,600,000円 7,600,000円 3,800,000円 50.00% 

産業労働センター管

理事業費 
92,375,000円 89,685,000円 69,636,490円 75.38% 

モノづくり企業支援事業費 3,900,000円 3,900,000円 334,200円 8.57% 

イ 委託業務の契約状況並びに指定管理の状況 

委託契約の件数は３件で、契約金額総額は 1,934,900円であった。市民憩

いの広場管理業務委託、「本物づくりのまち狭山市」サイト管理運営業務委

託及び東中学校跡地除草業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契

約があった。 

指定管理の件数は２件で、87,777,000円であった。産業労働センター指定

管理（ビジネスサポートセンター業務分含む）及び地域新事業創出基盤施設

（インキュベーションセンター）指定管理である。 
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⑩ 商業観光課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

商工業振興事業費 22,143,000円 22,121,000円 16,463,922円 74.35% 

中小企業制度融資あ

っせん事業費 
330,645,000円 322,468,750円 213,473,733円 64.56% 

商業支援事業費 8,394,000円 8,394,000円 3,536,040円 42.13% 

入間川にこにこテラ

ス管理事業費 
14,317,000円 14,298,250円 4,279,265円 29.89% 

観光振興事業費 24,755,000円 24,755,000円 24,629,229円 99.49% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は７件で、契約金額総額は 8,349,540円であった。主なも

のは入間川にこにこテラス除草等管理業務委託、入間川にこにこテラス交通

誘導業務委託及び七夕通りコミュニティプラザ清掃等業務委託である。 

 

⑪ 農業振興課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

畜産業支援事業費 465,000円 429,000円 425,880円 91.59% 

農業振興事業費 49,324,000円 48,290,000円 10,900,380円 22.10% 

狭山茶消費拡大振興事業費 3,434,000円 3,434,000円 1,051,745円 30.63% 

学童農業体験事業費 2,258,000円 2,258,000円 2,171,000円 96.15% 

農業施設管理事業費 66,015,000円 65,998,250円 18,662,101円 28.27% 

農村環境改善センタ

ー管理事業費 
9,811,000円 9,306,500円 5,419,331円 55.24% 

イ 工事及び委託業務の契約状況 

工事契約の件数は２件で、契約金額総額は 46,699,400円であった。田島

屋堰改修工事、下奥富排水路整備補修工事である。 

委託契約の件数は54件で、契約金額総額は 11,395,430円であった。主な

ものは田島屋堰改修工事測量設計業務委託、除草処理委託(入間基地南部か

んがい施設、柏原・上奥富用水路）及び農道側溝等清掃業務委託である。そ

の他、単価契約に基づく委託契約があった。 
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⑫ 福祉政策課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

社会福祉事業費 7,287,000円 7,272,000円 3,685,843円 50.58% 

地域福祉活動参加促

進事業費 
9,573,000円 9,573,000円 4,786,500円 50.00% 

地域福祉支援体制整

備事業費 
14,945,000円 14,912,000円 10,672,875円 71.41% 

地域福祉活動環境整

備事業費 
98,764,000円 98,764,000円 97,709,000円 98.93% 

民生委員・児童委員

活動支援事業費 
31,205,000円 31,104,000円 20,594,467円 66.00% 

生活困窮者自立支援事業費 91,671,000円 91,121,000円 40,550,680円 44.24% 

物価高騰重点支援事業費 520,000,000円 520,000,000円 433,437,169円 83.35% 

物価高騰重点支援事

業費（追加）分 
56,060,315円 56,060,315円 24,702,752円 44.06% 

災害救助事業費 6,532,000円 6,532,000円 299,500円 4.59% 

イ 委託業務の契約状況及び指定管理の状況（繰越し含む。） 

委託契約の件数は11件で、契約金額総額は 150,549,474円であった。主な

ものは定額減税不足額給付金支給業務委託、生活困窮者自立相談支援事業業

務委託及び子どもの学習・生活支援事業（小学生）業務委託である。 

指定管理の件数は１件で、社会福祉会館指定管理 11,379,000円であった。 
 

⑬ 生活福祉課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

中国残留邦人等支援

給付管理事業費 
1,442,000円 1,442,000円 1,364,300円 94.61% 

中国残留邦人等支援

給付事業費 
18,788,000円 18,788,000円 8,453,868円 45.00% 

行旅病人及び行旅死

亡人総務事業費 
1,553,000円 1,553,000円 573,364円 36.92% 

生活保護管理事業費 149,531,000円 149,487,000円 20,081,548円 13.43% 

生活保護受給者就労

支援事業費 
 7,262,000円 7,262,000円 5,936,440円 81.75% 

生活保護事業費 2,231,105,000円 2,231,105,000円 1,582,026,790円 70.91% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は３件で、契約金額総額は 49,915,800円であった。生活

保護システム標準化対応作業委託、生活保護システム及び支援給付システム

維持管理業務委託及び生活保護事務処理システム改修事業業務委託（調査項

目変更等及び生活扶助基準の見直し対応）である。その他、単価契約に基づ

く委託契約があった。  
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⑭ 高齢者支援課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

（ア）一般会計 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

高齢者施設入所事業費 25,047,000円 24,021,000円 16,225,799円 64.78% 

老人福祉センター管

理事業費 
96,133,000円 96,133,000円 69,808,517円 72.62% 

敬老事業費 21,068,000円 21,068,000円 19,944,700円 94.67% 

生きがいづくり事業費 15,973,000円 15,973,000円 14,051,712円 87.97% 

高齢者支援事業費 38,074,000円 38,074,000円 19,728,955円 51.82% 

（イ）特別会計 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

任意事業費 16,076,000円 15,826,000円 10,054,000円 62.54% 

イ 委託業務の契約状況並びに指定管理の状況 

委託契約の件数は８件で、契約金額総額は 23,982,733円であった。主な

ものは成年後見制度利用促進事業業務委託、家庭ごみ戸別収集事業業務委託

及び高齢者等世話付住宅生活援助員派遣事業委託である。その他、単価契約

に基づく委託契約があった。 

指定管理の件数は１件で、老人福祉センター（宝荘、寿荘、不老荘）指定

管理 92,185,000円であった。 
 

⑮ 介護保険課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

（ア）一般会計 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

地域包括支援センタ

ー運営事業費 
260,425,000円 260,297,500円 184,275,811円 70.76% 

地域介護予防活動支

援事業費 
13,741,000円 13,082,250円 7,461,421円 54.30% 

生活支援体制整備事業費 35,407,000円 35,395,750円 17,852,676円 50.42% 

介護保険事業費 2,077,066,000円 1,817,220,000円 1,768,708,000円 85.15% 

介護保険自己負担額

等助成事業費 
115,860,000円 105,860,000円 73,066,239円 63.06% 

（イ）特別会計 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

介護保険管理事業費 47,256,000円 44,756,000円 20,803,656円 44.02% 

介護保険料賦課事業費 5,446,000円 5,446,000円 3,666,877円 67.33% 

介護認定審査事業費 53,489,000円 47,328,250円 11,864,216円 22.18% 

介護認定調査事業費 131,377,000円 120,493,000円 78,120,377円 59.46% 

介護サービス給付事業費 11,651,012,000円 10,198,961,000円 7,299,645,328円 62.65% 

介護予防サービス給

付事業費 
309,447,000円 304,311,000円 198,250,860円 64.07% 
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介護サービス給付費

審査事業費 
10,585,000円 9,262,000円 5,632,880円 53.22% 

高額介護サービス等

給付事業費 
433,964,000円 379,756,000円 183,683,211円 42.33% 

高額医療合算介護サ

ービス等給付事業費 
60,427,000円 60,427,000円 47,555,285円 78.70% 

市町村特別給付事業費 66,275,000円 61,275,000円 39,978,043円 60.32% 

特定入所者介護サー

ビス等給付事業費 
470,783,000円 411,973,000円 139,017,391円 29.53% 

介護予防・生活支援

サービス事業費 
227,467,000円 227,467,000円 122,133,544円 53.69% 

介護予防・生活支援

サービス審査事業費 
784,000円 784,000円 365,640円 46.64% 

一般介護予防事業費 25,687,000円 25,594,500円 17,601,902円 68.52% 

任意事業費 18,998,000円 18,550,250円 11,669,426円 61.42% 

在宅医療・介護連携

推進事業費 
15,515,000円 15,445,000円 6,924,775円 44.63% 

認知症施策推進事業費 16,471,000円 16,310,750円 5,725,775円 34.76% 

地域ケア会議推進事業費 6,722,000円 6,493,000円 2,763,275円 41.11% 

給付費等準備基金積

立事業費 
519,262,000円 518,862,000円 518,861,556円 99.92% 

一時借入金償還利子

（介護保険特別会計） 
1,477,000円 1,177,000円 0円 0.00% 

第1号被保険者保険

料還付事業費 
4,000,000円 4,000,000円 3,026,100円 75.65% 

国県負担金等返還事業 

（介護保険特別会計） 
5,202,000円 5,202,000円 3,629,340円 69.77% 

第1号被保険者還付

加算金支払事業費 
100,000円 100,000円 0円 0.00% 

一般会計繰出事業費

（介護保険特別会計） 
335,584,000円 335,584,000円 260,934,120円 77.76% 

高額介護サービス費

貸付事業費 
300,000円 300,000円 0円 0.00% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は19件で、契約金額総額は 353,980,687円であった。主な

ものは包括的支援事業等業務委託 ８件、生活支援体制整備事業委託及び在

宅医療・介護連携推進事業（在宅医療支援センター）業務委託である。その

他、単価契約に基づく委託契約があった。 
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⑯ 建設総務課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

地籍調査事業費 36,897,000円 36,867,000円 2,175,973円 5.90% 

道路橋りょう管理事業費 12,757,000円 12,746,000円 2,165,001円 16.97% 

道水路台帳整備事業費 27,102,000円 27,102,000円 0円 0.00% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は４件で、契約金額総額は 50,325,000円であった。主な

ものは道路台帳整備業務委託、地籍調査業務委託（狭山第59・60）及び道路

管理システム保守業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契約があ

った。 

 

⑰ 市街地整備課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

市街地整備管理事業費 7,638,000円 7,638,000円 6,619,843円 86.67% 

空家等対策推進事業費 13,551,000円 13,551,000円 7,324,160円 54.05% 

入曽駅周辺整備事業費 1,000,680,000円 998,567,500円 50,547,181円 5.05% 

市営住宅管理事業費 18,717,000円 18,209,000円 6,402,023円 34.20% 

既存市営住宅改修等事業費 134,434,000円 134,434,000円 58,255,193円 43.33% 

イ 工事及び委託業務の契約状況（繰越し含む。） 

工事契約の件数は16件で、契約金額総額は 159,749,353円であった。主な

ものは市営住宅東鵜ノ木団地外壁等改修工事、入曽駅西口駅前広場等築造工

事及び市営住宅狭山台さくら野団地エレベーター改修工事である。 

また、委託契約の件数は22件で、契約金額総額は 44,409,926円であった。

主なものは入曽駅東口土地区画整理事業出来形確認測量及び換地処分等業

務委託、入曽駅周辺地区交通量調査業務委託及び市営住宅消防用設備保守点

検業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契約があった。 

 

⑱ 道路整備課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

一般市道整備事業費 9,239,000円 9,239,000円 0円 0.00% 

道路改良事業費 15,060,000円 15,060,000円 5,461,303円 36.26% 

街路管理事業費 6,106,000円 6,006,000円 626,534円 10.26% 

狭山市駅加佐志線整

備事業費 
234,400,000円 234,400,000円 78,500,000円 33.49% 

入間川入曽線整備事業費 40,400,000円 40,400,000円 90,402円 0.22% 
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イ 工事及び委託業務の契約状況 

工事契約の件数は６件で、契約金額総額は 205,603,400円であった。主な

ものは市道幹第90号線道路築造工事（第３工区）、市道幹第90号線道路築造

工事（第２工区）及び狭山市駅加佐志線調整池及び久保川調節池整備工事で

ある。 

また、委託契約の件数は７件で、契約金額総額は 51,840,800円であった。

主なものは入間川入曽線にかかる交通量推計等業務委託、市道幹第94号線道

路詳細設計業務委託及び市道Ｂ第313号線外１線用地測量業務委託である。 

 

⑲ 道路維持課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

道路維持補修事業費 441,339,000円 440,353,250円 262,066,204円 59.38% 

降雨降雪対策事業費 520,000円 520,000円 0円 0.00% 

道路修繕事業費 175,968,000円 175,968,000円 109,262,700円 62.09% 

橋りょう維持保全事業費 5,391,000円 5,391,000円 0円 0.00% 

水路維持管理事業費 27,994,000円 27,684,000円 5,692,642円 20.34% 

雨水貯留浸透施設設

置補助事業費 
750,000円 750,000円 265,000円 35.33% 

水路改良事業費 97,057,000円 97,057,000円 32,500,000円 33.49% 

雨水対策事業費 6,643,000円 6,643,000円 3,287,000円 49.48% 

イ 工事及び委託業務の契約状況 

工事契約の件数は17件で、契約金額総額は 288,040,900円であった。主な

ものは狭山市駅加佐志線調整池及び久保川調節池整備工事、市道幹第24号線

舗装補修工事及び市道幹第12号線舗装修繕工事である。 

また、委託契約の件数は41件で、契約金額総額は 263,912,270円であった。

主なものは道路施設等包括的民間管理委託、自由通路等昇降機保守点検業務

委託及び駅前等清掃業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契約が

あった。 
 

⑳ 危機管理課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

埼玉西部消防組合負

担金事業費 
1,894,208,000円 1,694,208,000円 1,442,583,000円 76.16% 

消防団事業費 96,367,000円 81,508,750円 53,919,263円 55.95% 

公共建築物解体事業費 10,000,000円 10,000,000円 3,900,000円 39.00% 

防災対策事業費 22,887,000円 22,243,750円 2,853,121円 12.47% 

防災体制強化事業費 7,379,000円 7,379,000円 7,105,455円 96.29% 

自主防災組織育成事業費 508,000円 508,000円 0円 0.00% 

災害応急対策事業費 38,150,000円 38,150,000円 2,365,782円 6.20% 

防災設備整備事業費 38,415,000円 38,415,000円 3,800,000円 9.89% 
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イ 工事及び委託業務の契約状況（繰越し含む。） 

工事契約の件数は２件で、契約金額総額は 19,657,000円であった。消防

団ホース乾燥塔解体工事、災害用給水井戸ポンプ交換修繕工事である。 

委託契約の件数は12件で、契約金額総額は 22,031,318円であった。主な

ものは地域防災計画改定等業務、避難行動要支援者支援システムデータ更新

等業務委託及び防災気象情報提供業務委託である。その他、単価契約に基づ

く委託契約があった。 

 

㉑ 会計課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

会計管理事業費 27,905,000円 22,811,500円 16,190,203円 58.02% 

基金積立事業費 6,383,000円 2,000円 0円 0.00% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は１件で、口座振替データ請求・結果処理業務委託 

1,188,000円であった。その他、単価契約に基づく委託契約があった。 

 

㉒ 議会事務局 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

議会運営事業費 230,910,000円 197,861,000円 184,725,872円 80.00% 

イ 委託業務の契約状況 

委託契約の件数は３件で、契約金額総額は 6,747,276円であった。議会だ

より作成等業務委託、インターネット配信業務委託及び会議録検索システム

維持管理業務委託である。その他、単価契約に基づく委託契約があった。 

 

㉓ 教育施設管理課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

教育施設設計管理事業費 762,000円 762,000円 162,951円 21.38% 

小学校施設管理事業費 81,791,000円 81,791,000円 30,391,337円 37.16% 

小学校施設整備事業費 36,250,000円 36,250,000円 21,999,962円 60.69% 

小学校校舎等改修事業費 32,103,000円 32,103,000円 18,095,000円 56.37% 

中学校施設管理事業費 46,540,000円 46,540,000円 21,085,840円 45.31% 

中学校施設整備事業費 23,900,000円 23,900,000円 12,808,384円 53.59% 

中学校校舎等改修事業費 115,500,000円 115,500,000円 109,676,600円 94.96% 

中学校校舎空調設備

改修事業費 
178,109,000円 178,109,000円 357,500円 0.20% 
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㉔ 社会教育課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

社会教育振興事業費 5,573,000円 5,439,250円 4,077,903円 73.17% 

二十歳の集い開催事業費 883,000円 640,000円 80,382円 9.10% 

生涯学習推進事業費 8,254,000円 7,664,000円 5,207,799円 63.09% 

学校支援事業費 1,824,000円 1,800,000円 1,070,068円 58.67% 

家庭教育支援事業費 709,000円 709,000円 207,849円 29.32% 

地域子ども教室推進事業費 2,967,000円 2,697,000円 2,351,410円 79.25% 

人権施策推進事業費 5,300,000円 5,300,000円 2,747,120円 51.83% 

文化財保護事業費 19,671,000円 19,599,000円 13,223,524円 67.22% 

文化財発掘調査事業費 7,731,000円 7,731,000円 4,274,929円 55.30% 

博物館管理事業費 91,964,000円 91,964,000円 59,079,600円 64.24% 

博物館改修事業費 10,343,000円 10,343,000円 1,840,850円 17.80% 

イ 工事及び委託業務の契約状況及び指定管理の状況 

工事契約の件数は１件で、博物館特別収蔵庫空調設備更新工事 1,840,850

円であった。 

また、委託契約の件数は13件で、契約金額総額は 7,325,412円であった。

主なものは生涯学習情報コーナー運営業務委託、地域子ども教室推進事業委

託及び市内史跡除草剪定等管理業務委託である。 

指定管理の件数は１件で、博物館指定管理 88,073,000円であった。 

 

㉕ スポーツ振興課 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

市民スポーツ促進事業費 7,073,000円 6,929,000円 5,135,092円 72.60% 

競技スポーツ振興事業費 6,479,000円 6,479,000円 5,291,226円 81.67% 

市民総合体育館管理事業費 78,910,000円 78,910,000円 51,228,600円 64.92% 

地域スポーツ施設管

理事業費 
49,635,000円 49,635,000円 31,810,000円 64.09% 

武道館管理事業費 11,368,000円 11,278,000円 6,668,286円 58.66% 

学校体育施設開放等事業費 1,853,000円 1,853,000円 917,277円 49.50% 

スポーツ施設改修事業費 22,128,000円 22,128,000円 0円 0.00% 

イ 工事及び委託業務の契約状況及び指定管理の状況 

工事契約の件数は１件で、狭山市民総合体育館受水槽改修工事 

20,350,000円であった。 

委託契約の件数は10件で、契約金額総額は 2,906,450円であった。主なも

のは武道館日常清掃業務委託、武道館冷暖房設備保守点検業務委託及び武道

館植栽管理業務委託である。 

指定管理の件数は２件で、総額は 123,812,000円であった。市民総合体育

館指定管理及び地域スポーツ施設指定管理である。 
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㉖ 農業委員会事務局 

ア 事業費名及び予算執行状況 

事業費名 予算現額 配当予算現額 支出済額 予算執行率 

農業委員会運営事業費 15,026,000円 11,891,650円 10,416,487円 69.32% 

 

㉗ 【水道事業会計】 経営課・水道施設課 

ア 予算執行状況 

項目 予算現額 執行額 予算残額 予算執行率 

収益的収入 3,100,507,000円 2,220,727,116円 879,779,884円 71.62% 

収益的支出 3,016,096,000円 1,514,228,142円 1,501,867,858円 50.20% 

資本的収入 592,173,000円 54,559,360円 489,700,500円 9.21% 

資本的支出 2,071,351,000円 1,555,608,510円 515,742,490円 75.10% 

イ 工事及び委託業務の契約状況 

工事契約の件数は30件で、契約金額総額は 1,864,709,000円であった。主

なものは笹井配水場№１配水池耐震等改修工事、市道Ｈ第55号線外5線配給

水管改良工事及び市道幹第41号線外2線配給水管改良工事である。 

また、委託契約の件数は32件で、契約金額総額は 423,469,530円であった。

主なものは料金徴収業務等業務委託、鵜ノ木浄水場他運転管理業務委託及び

笹井配水場電気計装設備等更新工事実施設計業務委託である。その他、単価

契約に基づく委託契約があった。 

 

㉘ 【下水道事業会計】 経営課・下水道施設課 

ア 予算執行状況 

項目 予算現額 執行額 予算残額 予算執行率 

収益的収入 3,377,517,000円 1,821,100,113円 1,556,416,887円 53.92% 

収益的支出 3,321,964,000円 778,445,460円 2,543,518,540円 23.43% 

資本的収入 701,637,000円 119,201,860円 582,435,140円  16.99% 

資本的支出 2,074,157,000円 1,319,547,857円 754,609,143円 63.62% 

※資本的収入及び資本的支出には、地方公営企業法第26条による繰越を含む 

イ 工事及び委託業務の契約状況（繰越し含む。） 

工事契約の件数は８件で、契約金額総額は 390,839,900円であった。主な

ものは下川原雨水管耐震化工事(第２工区)、公共下水道管改築工事(第９工

区)及び公共下水道管改築工事(第８工区)である。 

また、委託契約の件数は25件で、契約金額総額は 338,924,080円であった。

主なものは雨水管理方針策定業務委託、下水道総合地震対策耐震診断業務委

託(その７)及び管路施設修繕・改築実施設計業務委託(その３)である。その

他、単価契約に基づく委託契約があった。 

 

 


